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□顧問税理士から

Ⅰ．はじめに　社団医療法人の現状について
　　（一人医師医療法人を含む）

　「出資持分の定めのある社団医療法人（以下、持分あり医療法人
という）」の著しい増加は、昭和60年における第一次医療法改正に

あります。その改正の目的は①病院病床数が増加し医療費の増大を抑制するために「地域
医療計画の策定・病床数を規制すること」であり、その見返りに②医師会等から要望が多
かった「一人医師医療法人制度の創設」が認められたことに起因します。
　従前の医療法人は医師が常時３人以上勤務する医療施設が必要でしたが、改正後は医師
数の制限がなく一人の医師の個人診療所でも法人形態により経営を行うことが可能になり
ました。　　
　個人事業を医療法人化する主な目的は、①医療法人と医師個人の家計を分離することに
より経営基盤の強化を図ること。②医療従事者の社会保険加入等を含め、労務管理等も円
滑にできること。さらに、③医業に係る個人の事業所得には所得税が課税されます。当時
の所得税の累進税率は非常に高く、重税感のあった税金が「個人事業者」から「法人」に
変わることで「事業者本人等も法人からの給与所得」になり、税金が毎月、毎年平均化す
ること等々のメリットがあることから、医療法人の数が急増したものと考えられます。
　このたびの「医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置」は、下記に掲げ
る表（参考）のとおり、医療法人全体の83％を占める「持分あり医療法人」の将来について、
国（厚生省及び財務省）がその方針を明らかにしたものであると考えます。　
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顧問税理士から□

Ⅱ．出資持分に係る「相続税」及び「贈与税」の問題はなぜ発生するのか？ 

１．移行問題について
（１）「持分あり医療法人」の今日的課題は、医療法54条に「医療法人は、剰余金の配当
をしてはならない」と明確に規定していることから、法人から利益剰余金の法人外への
流出が見込めないことに起因します。すなわち法人設立時から現在まで「蓄積された純
資産の総額」によっては、出資者の死亡により相続人に対して多額の相続税が課税され
る恐れがあります。

（２）また、出資者の退社に伴い「出資金の払戻し請求額」が医療法人の存続そのものを
揺るがせかねない問題も起きます。例えば、東京高裁で争われた八王子事件（*）あるい
は最近では最高裁で争われたみなし贈与事件（**）等があります。これは医療法人の定
款において「社員退社時や解散時の残余財産について、払込出資額に応じて分配するこ
と」と規定していますので、払込出資額だけではなく「蓄積された純資産の総額」も分
配の対象になるからです。

（３）出資金の生前贈与の問題もあります。例えば次世代への病医院等の承継を考え、医
療法人の出資持分を子や孫に生前に贈与して移転する場合も同様に贈与税の課税も多額
になることが予想されます。

（４）しかし、平成19年の医療法改正によって、より一層の「非営利性の徹底化」や「医
療の公益性や透明性の確保」を目的として「持分あり医療法人」の新設は認めないこと
となり、当該医療法人は「当分の間、存続する」ということになりました。このことに
端を発して、医療法人の「移行問題」が大きく取り上げられることとなりました。

（５）但し「持分あり医療法人」から「持分なし医療法人」への移行は強制的なものではなく、
かつ、税制面でのハードルが高いため現在まで遅々として進んでいませんでした。

（６）そこで、このたびの平成26年度税制改正で、「医業継続に係る相続税・贈与税の納
税猶予等」の特例措置を創設し、移行を円滑に行うことが可能となるように「税制上」
の考え方が示されました。本稿では平成26年６月末時点で明らかにされている改正内
容を皆さまにお知らせします。　

*八王子事件 この訴訟は東京・府中市の「持分あり医療法人」が「出資額限度法人」への定款変更をめぐり、
その変更方法に瑕疵があるとして「医療法人の時価ベースによる出資持分払戻し請求」で、医療法人に対し
37億4,900万円を請求。平成12～15年にかけて裁判で争ったもの。

**みなし贈与事件 「持分の定めのある医療法人」が、出資口数を110株から200株に増資。増資に応じた原告は
1口5万円でこれを引き受けた。これに対し所轄税務署長は当該医療法人の評価が増資時において7億円を超え
ているとして、その出資引き受けは「著しく低い価額の対価によって利益を受けたもので、みなし贈与に当たる」
として贈与税の課税処分をした。平成22年に最高裁の控訴審で課税処分の取り消しをされた事件。

（但し、平成26年10月１日より認定制度の施行等が開始予定ですので移行に関する具体的な詳細情報には
　注意して下さい）
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□顧問税理士から

２．「持分あり医療法人」の「問題」とは何か？
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顧問税理士から□
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